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７年市長提出第５５号議案 

   市有財産（土地）の売払いについて 

 本市は、次の内容により市有財産（土地）を売り払うものとする。 

  令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

１ 土地の所在  瀬戸市西茨町１１０番２、１１３番２、１１３番２０ 

２ 地   目  宅地、雑種地 

３ 登 記 面 積  １４，４０６．０１平方メートル 

４ 売 払 方 法  随意契約（先着順売払い） 

５ 売 払 価 額  ３５０，０００，０００円 

６ 売 払 先  名古屋市東区泉一丁目１３番３６号 

         シー・クエンス株式会社 

         代表取締役 藤井浩彦 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、市有財産（土地）を売り払うに当たり、議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬

戸市条例第１号）第３条の規定により、議会の議決を求めるため必要があ

るからである。  

 



 



２ 

 

７年市長提出第５６号議案 

   地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う関係条例の

整備に関する条例の制定について 

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う関係条例の整備

に関する条例を次のように定めるものとする。 

令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う関係条例の

整備に関する条例 

（瀬戸市職員の育児休業に関する条例の一部改正） 

第１条 瀬戸市職員の育児休業に関する条例（平成４年瀬戸市条例第４号

）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第１５条 育児休業法第１９条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第１５条 育児休業法第１９条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 勤務日の日数を考慮して規則で定める非常

勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２

２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員を除く。次条において同じ。） 

⑵ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める職員（次条

において「定年前再任用短時間勤務職員等」

という。）を除く。） 

（第１号部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第１６条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲

げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部

第１６条 部分休業（育児休業法第１９条第１項

に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承



３ 

 

分休業（以下「第１号部分休業」という。）の

承認は、３０分を単位として行うものとする。 

認は、勤務時間条例第２条から第５条までに規

定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再

任用短時間勤務職員等を除く。以下この条にお

いて同じ。）にあっては、当該非常勤職員につ

いて定められた勤務時間）の始め又は終わりに

おいて、３０分を単位として行うものとする。 

２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（

以下「育児時間」という。）又は勤務時間条例

第１５条の２第１項の規定による介護時間の承

認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く 

。）に対する第１号部分休業の承認については 

、１日につき２時間から当該育児時間又は当該

介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じ

た時間を超えない範囲内で行うものとする。 

２ 労働基準法第６７条の規定による育児時間（

以下「育児時間」という。）又は勤務時間条例

第１５条の２第１項の規定による介護時間の承

認を受けて勤務しない職員（非常勤職員を除く 

。）に対する部分休業の承認については、１日

につき２時間から当該育児時間又は当該介護時

間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間

を超えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認に

ついては、１日につき、当該非常勤職員につい

て１日につき定められた勤務時間から５時間４

５分を減じた時間を超えない範囲内で（当該非

常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（平成３年法律第７６号）第６１条の２第

２０項の規定による介護をするための時間（以

下「介護をするための時間」という。）の承認

を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間

を超えない範囲内で、かつ、２時間から当該育

児時間又は当該介護をするための時間の承認を

受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で）行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認について

は、１日につき、当該非常勤職員について１日

につき定められた勤務時間から５時間４５分を

減じた時間を超えない範囲内で（当該非常勤職

員が育児時間又は育児休業、介護休業等育児又

は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（

平成３年法律第７６号）第６１条の２第２０項

の規定による介護をするための時間（以下「介

護をするための時間」という。）の承認を受け

て勤務しない場合にあっては、当該時間を超え

ない範囲内で、かつ、２時間から当該育児時間

又は当該介護をするための時間の承認を受けて

勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内

で）行うものとする。 

（第２号部分休業の承認）  

第１６条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号

に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定す

る部分休業（以下「第２号部分休業」という。

）の承認は、１時間を単位として行うものとす

る。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては 

、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部

 



４ 

 

分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を

単位とした時間がある場合であって、当該勤

務時間の全てについて承認の請求があったと

き 当該勤務時間の時間数 

 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の

端数がある場合であって、当該残時間数の全

てについて承認の請求があったとき 当該残

時間数 

 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１ 

年の期間） 

 

第１６条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例

で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌年

３月３１日までとする。 

 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規 

則で定める時間を基準として条例で定める時間 

） 

 

第１６条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号

の人事院規則で定める時間を基準として条例で

定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に

応じ、当該各号に定める時間とする。 

 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分  

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日

当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特 

別の事情） 

 

第１６条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例

で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾病

により入院したこと、配偶者と別居したことそ

の他の同条第２項の規定による申出時に予測す

ることができなかった事実が生じたことにより

同条第３項の規定による変更（以下「第３項変

更」という。）をしなければ同項の職員の小学

校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい

 



５ 

 

支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

（部分休業の承認の取消事由） （部分休業の承認の取消事由） 

第１７条 育児休業法第１９条第６項において準

用する育児休業法第５条第２項の条例で定める

事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

第１７条 第１１条の規定は、部分休業について

準用する。 

  

 （瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年瀬戸市条

例第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（介護休暇） （介護休暇） 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下この項において同じ。） 

、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める

者（第１６条の３第１項において「配偶者等」

という。）で負傷、疾病又は老齢により規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするた

め、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。 

）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。 

第１５条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下この項において同じ。） 

、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める

者（第１６条の２第１項において「配偶者等」

という。）で負傷、疾病又は老齢により規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下同じ。）の介護をするた

め、任命権者が、規則の定めるところにより、

職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介

護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。 

）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇とする。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間

の承認） 

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間

の承認） 



６ 

 

第１６条 ＜省略＞ 第１６条 ＜省略＞ 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に 

対する意向確認等） 

 

第１６条の２ 任命権者は、瀬戸市職員の育児休

業に関する条例第１８条第１項の措置を講ずる

に当たっては、同条の規定による申出をした職

員（以下この項において「申出職員」という。

）に対して、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置（次号において「出生時両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせる

ための措置 

 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申

出（以下「請求等」という。）に係る申出職

員の意向を確認するための措置 

 

⑶ 瀬戸市職員の育児休業に関する条例第１８

条第１項の規定による申出に係る子の心身の

状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況

に起因して当該子の出生の日以後に発生し、

又は発生することが予想される職業生活と家

庭生活との両立の支障となる事情の改善に資

する事項に係る申出職員の意向を確認するた

めの措置 

 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職 

員（以下この項において「対象職員」という。 

）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げ 

る措置を講じなければならない。 

 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制

度又は措置（次号において「育児期両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせる

ための措置 

 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象  
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職員の意向を確認するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況

又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想され

る職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る対象職員の意

向を確認するための措置 

 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の

規定により意向を確認した事項の取扱いに当た

っては、当該意向に配慮しなければならない。 

 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職

員に対する意向確認等） 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職

員に対する意向確認等） 

第１６条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったことを

申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介

護との両立に資する制度又は措置（以下この条

及び次条において「介護両立支援制度等」とい

う。）その他の事項を知らせるとともに、介護

両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向

を確認するための面談その他の措置を講じなけ

ればならない。 

第１６条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当

該職員の介護を必要とする状況に至ったことを

申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介

護との両立に資する制度又は措置（以下この条

及び次条において「介護両立支援制度等」とい

う。）その他の事項を知らせるとともに、介護

両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条に

おいて「請求等」という。）に係る当該職員の

意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（勤務環境の整備に関する措置） （勤務環境の整備に関する措置） 

第１６条の４ ＜省略＞ 第１６条の３ ＜省略＞ 
  

 （瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例の一部改正） 

第３条 瀬戸市職員の育児休業に係る給与等に関する条例（昭和５１年瀬

戸市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 
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改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「

育児休業法」という。）第７条、第８条、第１

４条、第１５条及び第１９条第５項の規定に基

づき、育児休業をしている職員の給与等の取扱

いに関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「

育児休業法」という。）第７条、第８条、第１

４条、第１５条及び第１９条第２項の規定に基

づき、育児休業をしている職員の給与等の取扱

いに関し必要な事項を定めるものとする。 
  

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

（瀬戸市職員の育児休業に関する条例の一部改正に伴う経過措置）  

第２条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号 

）第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日

から令和８年３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする

場合におけるこの条例による改正後の瀬戸市職員の育児休業に関する条

例第１６条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３０

分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるの

は「５」とする。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第１１０号）の一部改正に伴い、瀬戸市職員の育児休業に関する条

例、瀬戸市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び瀬戸市職員の育児休

業に係る給与等に関する条例中所要の規定を整備するため必要があるから

である。 
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７年市長提出第５７号議案 

瀬戸市旅費条例の一部改正について 

瀬戸市旅費条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市旅費条例の一部を改正する条例 

瀬戸市旅費条例（昭和２６年瀬戸市条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（用語の意義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 

 語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 

⑴ 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九 

州及びこれらに附属する島の存する領域をい

う。次号において同じ。）における旅行をい

う。 

 

⑵ 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（

公海を含む。）をいう。以下同じ。）との間

における旅行及び外国における旅行をいう。 

 

⑶ 出張 職員が公務のため一時その在勤する

勤務公所（常時勤務する公所のない場合又は

旅行命令権者（任命権者若しくは旅行依頼を

行う者又はそれらの委任を受けた者をいう。

以下同じ。）が認める場合には、その住所、

居所その他旅行命令権者が認める場所）を離

れて旅行することをいう。 

 

⑷ 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭

和２７年法律第２３９号）第６条の４第１項
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に規定する旅行業者をいう。）その他の規則

で定める者（以下この号において「旅行業者

等」という。）であって、市と旅行役務提供

契約（旅行業者等が市に対して旅行に係る役

務を旅行者に提供することを約し、かつ、市

が当該旅行業者等に対して当該旅行に係る旅

費に相当する金額を支払うことを約する契約

をいう。第２１条において同じ。）を締結し

たものをいう。 

（旅費の種目） （旅費の種類） 

第２条の２ 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空

賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿

泊手当、渡航雑費及び死亡手当とする。 

第２条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、

車賃、宿泊料、食卓料、旅行雑費及び死亡手当

とする。 

 ２ 鉄道賃は、鉄道旅行において、路程に応じ、

旅客運賃等により、支給する。 

 ３ 船賃は、水路旅行について、路程に応じ、旅

客運賃等により、支給する。 

 ４ 航空賃は、航空旅行について、路程に応じ旅

客運賃により支給する。 

 ５ 車賃は、陸路旅行（陸上の旅行にして、鉄道

によらないものをいう。以下同じ。）について

、路程に応じ、実費額により支給する。 

 ６ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ、１夜当りの

定額により、支給する。 

 ７ 食卓料は、水路旅行及び航空旅行中の夜数に

応じ１夜当りの定額により支給する。 

 ８ 旅行雑費は、外国（本邦以外の領域（公海を

含む。）をいう。以下同じ。）への出張に伴う

雑費について、実費額により支給する。 

 ９ 死亡手当は、職員が出張のため外国旅行中に

死亡した場合について、定額により支給する。 

（旅費の支給） （旅費の計算） 

第３条 職員が出張した場合には、当該職員に対

し、旅費を支給する。 

第３条 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方

法により、旅行した場合の旅費により、計算す
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る。但し、事務上の必要又は天災その他やむを

得ない事情により、通常の経路又は方法によっ

て旅行し難い場合には、その現によった経路及

び方法によって、計算する。 

２ 旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法に

より、旅行した場合の旅費により、計算する。

ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得

ない事情により、最も経済的な通常の経路又は

方法によって旅行し難い場合には、その現によ

った経路及び方法によって、計算する。 

 

第８条 市長が必要と認めるときは、市長の定め

るところにより、旅費を減じて支給することが

できる。 

第８条 視察講習等のため旅行するとき、その他

必要と認めるときは、市長の定めるところによ

り、旅費の定額を減じて支給することができる

。 

（旅費の請求手続） （旅費の請求手続） 

第１１条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の

支給を受けようとする旅行者及び概算払に係る

旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしよう

とするもの並びに旅費に相当する金額の支払を

受けようとする旅行役務提供者は、所定の書類

を当該旅費の支出命令権者に提出しなければな

らない。この場合において、必要な添付書類の

全部又は一部を提出しなかった者は、その請求

に係る旅費又は旅費に相当する金額のうちその

書類を提出しなかったため、その旅費又は旅費

に相当する金額の必要が明らかにされなかった

部分の支給又は支払を受けることができない。 

第１１条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の

支給を受けようとする旅行者及び概算払に係る

旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしよう

とするものは、所定の書類を当該旅費の支出命

令権者に提出しなければならない。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

（鉄道賃） （鉄道賃） 

第１２条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６

１年法律第９２号）第２条第１項に規定する鉄

道事業の用に供する鉄道（鉄道に類するものを

含む。）及び軌道法（大正１０年法律第７６号

）第１条第１項に規定する軌道（軌道に類する

ものを含む。）又は外国におけるこれらに相当

第１２条 鉄道賃の額は、次に規定する旅客運賃

（以下この条において「運賃」という。）、急

行料金及び特別車両料金による。 
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するものをいう。以下この条及び第１５条にお

いて同じ。）を利用する移動に要する費用とし

、その額は、次に掲げる費用（第２号から第５

号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に

加えて別に支払うものであって、公務のため特

に必要とするものに限る。）の額の合計額とす

る。 

⑴ 運賃 ⑴ 乗車に要する運賃 

⑵ 急行料金 ⑵ 急行料金を徴する列車を運行する線路によ 

る旅行の場合には、前号に規定する運賃のほ

か、急行料金 

⑶ 寝台料金 ⑶ 特別車両料金を徴する客車を運行する線路 

による旅行の場合には、第１号に規定する運

賃及び前号に規定する急行料金のほか、特別

車両料金 

⑷ 座席指定料金 ⑷ 座席指定料金を徴する客車を運行する線路

による旅行の場合には、第１号に規定する運

賃、第２号に規定する急行料金及び前号に規

定する特別車両料金のほか、座席指定料金 

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃

の等級が区分された鉄道により移動するときは

、最下級の運賃の額とする。ただし、市長、副

市長及び教育長（以下「市長等」という。）に

ついては、この限りでない。 

２ 前項第２号に規定する急行料金は、次の各号

のいずれかに該当する場合に限り、支給する。 

 ⑴ 特別急行列車を運行する線路による旅行で

片道１００キロメートル以上のもの 

 ⑵ 普通急行列車又は準急行列車を運行する線

路による旅行で片道５０キロメートル以上の

もの 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長等が鉄道に

より移動する場合における鉄道賃は、同項の合

計額に、特別車両料金及びこれに付随する費用

（同項第１号に掲げる運賃に加えて別に支払う

３ 第１項第３号に規定する特別車両料金は、市

長が特に必要と認める場合に限り、支給する。 
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費用であって、公務のため特に必要とするもの 

に限る。）を加えた額とすることができる。あ 

 ４ 第１項第４号に規定する座席指定料金は、特

別急行列車を運行する線路による旅行で片道１

００キロメートル以上のものに該当する場合に

限り、支給する。 

（船賃） （船賃） 

第１３条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４

年法律第１８７号）第２条第２項に規定する船

舶運航事業の用に供する船舶又は外国における

これに相当するものをいう。以下この条及び第

１５条において同じ。）を利用する移動に要す

る費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２

号から第４号までに掲げる費用は、第１号に掲

げる運賃に加えて別に支払うものであって、公

務のため特に必要とするものに限る。）の額の

合計額とする。 

第１３条 船賃の額は、次に規定する旅客運賃（

はしけ賃及び桟橋賃を含む。以下本条において

「運賃」という。）、寝台料金及び特別船室料

金並びに座席指定料金による。 

⑴ 運賃 ⑴ 運賃の等級を２階級以上に区分する船舶に

よる旅行の場合には、上級の運賃 

⑵ 寝台料金 ⑵ 運賃の等級を設けない船舶による旅行の場

合には、その乗船に要する運賃 

⑶ 座席指定料金 ⑶ 事務上の必要により別に寝台料金を必要と

した場合には、前２号に規定する運賃のほか

、現に支払った寝台料金 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用 ⑷ 第２号の規定に該当する船舶で特別船室料

金を徴するものを運行する航路による旅行の

場合には、同号に規定する運賃及び前号に規

定する寝台料金のほか、特別船室料金 

 ⑸ 座席指定料金を徴する船舶を運行する航路

による旅行の場合には、前各号に規定する運

賃及び料金のほか、座席指定料金 

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃

の等級が区分された船舶により移動するときは

最下級の運賃の額とする。ただし、市長等につ

２ 前項第１号の規定に該当する場合において、

同一階級の運賃を更に２以上に区分する船舶に

よる旅行の場合には、同号の運賃は、同一階級
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いては、この限りでない。 内の最上級の運賃による。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長等が船舶に

より移動する場合における船賃は、同項の合計

額に、特別船室料金及びこれに付随する費用（

同項第１号に掲げる運賃に加えて別に支払う費

用であって、公務のため特に必要とするものに

限る。）を加えた額とすることができる。 

３ 第１項第４号に規定する特別船室料金は、市

長が特に必要と認める場合に限り、支給する。 

（航空賃） （航空賃） 

第１４条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７

年法律第２３１号）第２条第１８項に規定する

航空運送事業の用に供する航空機（航空機に類

するものを含む。）又は外国におけるこれに相

当するものをいう。次項及び次条において同じ

。）を利用する移動に要する費用とし、その額

は、次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げ

る費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別に支

払うものであって、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額の合計額とする。 

第１４条 航空賃の額は、現に支払った旅客運賃

による。 

⑴ 運賃  

⑵ 座席指定料金  

⑶ 前２号に掲げる費用に付随する費用  

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃

の等級が区分された航空機により移動するとき

には、最下級の運賃の額とする。ただし、市長

等については、この限りでない。 

 

３ 航空賃は、市長が公務上、特に必要と認めた

場合に限り支給する。 

 

（その他の交通費） （車賃） 

第１５条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航

空機以外を利用する移動に要する費用とし、そ

の額は、次に掲げる費用（第２号から第４号ま

でに掲げる費用は、公務のため特に必要とする

ものに限る。）の額の合計額とする。 

第１５条 車賃の額は、実費額による。 

⑴ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号） 



１５ 

 

第３条第１号イに掲げる一般乗合旅客自動車

運送事業（路線を定めて定期に運行する自動

車により乗合旅客の運送を行うものに限る。

）の用に供する自動車（外国におけるこれに

相当するものを含む。）を利用する移動に要

する運賃 

⑵ 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗

用旅客自動車運送事業の用に供する自動車（

外国におけるこれに相当するものを含む。）

その他の旅客を運送する交通手段（前号に規

定する自動車を除く。）を利用する移動に要

する運賃 

 

⑶ 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、

道路運送法第８０条第１項の許可を受けて業

として有償で貸し渡す自家用自動車（外国に

おけるこれに相当するものを含む。）の賃料

その他の移動に直接要する費用 

 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用  

（宿泊費） （宿泊料） 

第１６条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用

とし、その額は、別表に定める額（次条におい

て「宿泊費基準額」という。）とする。ただし

、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として

規則で定める場合は、当該宿泊に要する費用の

額とする。 

第１６条 宿泊料の額は、別表の定額による。 

 ２ 水路旅行及び航空旅行については、事務上の

必要又は天災その他やむを得ない事情により、

上陸又は着陸して宿泊した場合に限り、宿泊料

を支給する。 

（包括宿泊費）  

第１６条の２ 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対

する一体の対価として支払われる費用とし、そ

の額は、当該移動に係る第１２条から第１５条

までの規定による交通費の額及び当該宿泊に係

 



１６ 

 

る宿泊費基準額の合計額とする。 

（宿泊手当） （食卓料） 

第１７条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な

諸雑費に充てるための費用とし、その額は、通

常要する費用の額を勘案して別表に定める１夜

当たりの定額とする。ただし、当該宿泊に係る

特別な事情がある場合として規則で定める場合

は、規則で定める額とする。 

第１７条 食卓料の額は、別表の定額による。 

 ２ 食卓料は、船賃若しくは航空賃のほかに別に

食費を要する場合又は船賃若しくは航空賃を要

しないが食費を要する場合に限り、支給する。 

（渡航雑費）  

第２０条の２ 渡航雑費は、外国旅行に要する雑

費とし、その額は、予防接種に係る費用、旅券

の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料

並びに入出国税その他外国旅行に必要な費用の

額とする。 

 

（死亡手当）  

第２０条の３ 死亡手当は、職員の外国における

死亡に伴う諸雑費に充てるために必要なものと

する。 

 

（旅行役務提供者に対する支払） （帰郷旅費） 

第２１条 第１２条から前条までに規定する場合

において、市が旅行役務提供契約に基づき旅行

役務提供者に支払うべき金額があるときは、職

員に対する旅費の支給に代えて、当該旅行役務

提供者に対し、当該金額を旅費に相当するもの

として支払うことができる。 

第２１条 任命権者は、職員について労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）第１５条第３項又

は第６４条の規定に該当する事由がある場合に

おいて、この条例の規定による旅費の支給がで

きないとき、又はこの条例の規定により支給す

る旅費が労働基準法第１５条第３項又は第６４

条の規定による旅費又は費用に満たないときは

、当該職員に対しこれらの規定による旅費若し

くは費用に相当する金額又はその満たない部分

に相当する金額を旅費として支給するものとす

る。 

（旅費の調整） （旅費の調整） 



１７ 

 

第２３条 旅行命令権者は、旅行者が公用の交通

機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合その

他当該旅行における特別の事情により又は当該

旅行の性質上この条例の規定による旅費を支給

した場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又

は通常必要としない旅費を支給することとなる

場合においては、その実費を超えることとなる

部分の旅費又はその必要としない部分の旅費を

支給しないことができる。 

第２３条 任命権者は、旅行者が公用の交通機関

、宿泊施設等を利用して旅行した場合その他当

該旅行における特別の事情により又は当該旅行

の性質上この条例の規定による旅費を支給した

場合には不当に旅行の実費を超えた旅費又は通

常必要としない旅費を支給することとなる場合

においては、その実費を超えることとなる部分

の旅費又はその必要としない部分の旅費を支給

しないことができる。 

２ 旅行命令権者は、旅行者がこの条例の規定に

よる旅費により旅行することが当該旅行におけ

る特別の事情により又は当該旅行の性質上困難

である場合には、規則で定める旅費を支給する

ことができる。 

２ 任命権者は、旅行者がこの条例の規定による

旅費により旅行することが当該旅行における特

別の事情により又は当該旅行の性質上困難であ

る場合には、市長の承認を得て定める旅費を支

給することができる。 

別表（第１６条、第１７条関係） 別表（第１６条、第１７条関係） 

区分 
宿泊費基準額（１夜につき） 

宿泊手当 

（１夜につ

き） 
  市長等  市長等以外 

 円 円 円 

北海道 １８，０００ １３，０００ ２，４００ 

青森県 １５，０００ １１，０００ 
 

岩手県 １３，０００ ９，０００  

宮城県 １４，０００ １０，０００  

秋田県 １５，０００ １１，０００  

山形県 １４，０００ １０，０００  

福島県 １１，０００ ８，０００  

茨城県 １５，０００ １１，０００  

栃木県 １４，０００ １０，０００  

群馬県 １４，０００ １０，０００  

埼玉県 ２７，０００ １９，０００  

千葉県 ２４，０００ １７，０００  

東京都 ２７，０００ １９，０００  

神奈川県 ２２，０００ １６，０００  

区分 

宿泊料 

（１夜につ

き） 

食卓料 

（１夜につ

き） 

 円 円 

市長、副市長、教育

長、固定資産評価員 
１５，０００ ２，４００ 

消防長、部長、会計

管理者、課長、課長

補佐又はこれらに相

当する職にある者 

１３，０００ ２，１００ 

その他の職員 １２，０００ １，８００ 
 



１８ 

 

新潟県 ２２，０００ １６，０００  

富山県 １５，０００ １１，０００  

石川県 １３，０００ ９，０００  

福井県 １４，０００ １０，０００  

山梨県 １７，０００ １２，０００  

長野県 １５，０００ １１，０００  

岐阜県 １８，０００ １３，０００  

静岡県 １３，０００ ９，０００  

愛知県 １５，０００ １１，０００  

三重県 １３，０００ ９，０００  

滋賀県 １５，０００ １１，０００  

京都府 ２７，０００ １９，０００  

大阪府 １８，０００ １３，０００  

兵庫県 １７，０００ １２，０００  

奈良県 １５，０００ １１，０００  

和歌山県 １５，０００ １１，０００  

鳥取県 １１，０００ ８，０００  

島根県 １３，０００ ９，０００  

岡山県 １４，０００ １０，０００  

広島県 １８，０００ １３，０００  

山口県 １１，０００ ８，０００  

徳島県 １４，０００ １０，０００  

香川県 ２１，０００ １５，０００  

愛媛県 １４，０００ １０，０００  

高知県 １５，０００ １１，０００  

福岡県 ２５，０００ １８，０００  

佐賀県 １５，０００ １１，０００  

長崎県 １５，０００ １１，０００  

熊本県 ２０，０００ １４，０００  

大分県 １５，０００ １１，０００  

宮崎県 １７，０００ １２，０００  

鹿児島県 １７，０００ １２，０００  

沖縄県 １５，０００ １１，０００  
 

  

附 則 



１９ 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瀬戸市旅費条例の規定は、この条例の施行の

日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、

なお従前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、国家公務員等の旅費に関する法律（昭和２５年

法律第１１４号）の一部改正を考慮し、瀬戸市旅費条例中所要の事項を改

正するため必要があるからである。 



 



２０ 

 

７年市長提出第５８号議案 

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する

条例及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部

を改正する条例の一部改正について 

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例

及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する

条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之 

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する

条例及び瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部

を改正する条例の一部を改正する条例 

 （瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条

例の一部改正） 

第１条 瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正す

る条例（昭和４２年瀬戸市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１及び２ ＜省略＞ １及び２ ＜省略＞ 

（低額年金の年額についての特例） （低額年金の年額についての特例） 

３ 退職年金又は遺族年金で、次の表の左欄の区

分のいずれかに該当するものの令和７年４月分

以降の年額がそれぞれ同表の左欄の区分に対応

する同表の右欄に定める額に満たないときは、

当該右欄に定める額をもってその年額とする。 

３ 退職年金又は遺族年金で、次の表の左欄の区

分のいずれかに該当するものの令和６年４月分

以降の年額がそれぞれ同表の左欄の区分に対応

する同表の右欄に定める額に満たないときは、

当該右欄に定める額をもってその年額とする。 
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退職年金又は遺族年金 金額 

６５歳以上の者に給す

る退職年金 

円 

１，１８５，９００ 

６５歳未満の者に給す

る退職年金 
８８９，４００ 

遺族年金 ８２９，２００ 
 

退職年金又は遺族年金 金額 

６５歳以上の者に給す

る退職年金 

円 

１，１６３，３００ 

６５歳未満の者に給す

る退職年金 
８７２，４００ 

遺族年金 ８１３，４００ 
 

４ 令和７年３月３１日以前に給与事由の生じた

前項に規定する退職年金又は遺族年金の同月分

までの年額については、なお従前の例による。 

４ 令和６年３月３１日以前に給与事由の生じた

前項に規定する退職年金又は遺族年金の同月分

までの年額については、なお従前の例による。 

５ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 
  

 （瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する

条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正

する条例（昭和５１年瀬戸市条例第３７号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（遺族年金の年額に係る加算の特例） （遺族年金の年額に係る加算の特例） 

第３条 遺族年金を受ける者が妻であって、その

妻が次の各号のいずれかに該当する場合には、

その年額に、当該各号に掲げる額を加えるもの

とする。 

第３条 遺族年金を受ける者が妻であって、その

妻が次の各号のいずれかに該当する場合には、

その年額に、当該各号に掲げる額を加えるもの

とする。 

⑴ 扶養遺族（当該妻により生計を維持し、又

は当該妻と生計を共にする瀬戸市職員の退職

年金等に関する条例（昭和３０年瀬戸市条例

第１４号）第８条第１項に規定する遺族で、

遺族年金の支給を受けるべき要件を備えたも

のをいう。）である子が２人以上ある場合   

２７万９，１００円 

⑴ 扶養遺族（当該妻により生計を維持し、又

は当該妻と生計を共にする瀬戸市職員の退職

年金等に関する条例（昭和３０年瀬戸市条例

第１４号）第８条第１項に規定する遺族で、

遺族年金の支給を受けるべき要件を備えたも

のをいう。）である子が２人以上ある場合    

２７万３，９００円 



２２ 

 

⑵ 扶養遺族である子（前号に規定する子に限

る。）が１人ある場合 １５万９，４００円 

⑵ 扶養遺族である子（前号に規定する子に限

る。）が１人ある場合 １５万６，４００円 

⑶ ６０歳以上である場合（前２号に該当する

場合を除く。） １５万９，０００円 

⑶ ６０歳以上である場合（前２号に該当する

場合を除く。） １５万６，０００円 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例

（以下「改正後の条例第７号」という。）及び第２条の規定による改正

後の瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正す

る条例（以下「改正後の条例第３７号」という。）の規定は、令和７年

４月１日から適用する。 

（多額所得による退職年金停止についての経過措置） 

第２条 令和７年４月分から同年６月分までの退職年金に関する瀬戸市職

員の退職年金等に関する条例の臨時特例（昭和２４年瀬戸市条例第１１

号）第３条の規定の適用については、附則第４条の規定による改定を行

わないとした場合に受けることとなる退職年金の年額をもって退職年金

の年額とする。 

 （遺族年金の年額に係る加算についての経過措置） 

第３条 改正後の条例第３７号附則第３条第１項の規定は、令和７年４月

１日前に支給すべき事由の生じた遺族年金で令和７年４月分以後に支給

すべきものについて適用し、令和７年３月分以前に支給すべき遺族年金

については、なお従前の例による。 

（退職年金及び遺族年金の年額の改定） 

第４条 職員に給する退職年金又はその者の遺族に給する遺族年金につい



２３ 

 

ては、令和７年４月分以降、これらの年額を、これらの年額の計算の基

礎となっている給料年額にそれぞれ対応する附則別表の仮定給料年額を

退職又は死亡当時の給料年額とみなして算出して得た年額に改定する。 

（職権改定） 

第５条 この条例の規定による退職年金又は遺族年金の年額の改定は、市

長が受給者の請求を待たずに行う。 

（内払） 

第６条 改正後の条例第７号及び改正後の条例第３７号の規定を適用する

場合においては、第１条の規定による改正前の瀬戸市職員の退職年金等

に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例又は第２条の規定による

改正前の瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改

正する条例の規定に基づいて支給された退職年金又は遺族年金は、それ

ぞれ改正後の条例第７号又は改正後の条例第３７号の規定による退職年

金又は遺族年金の内払とみなす。 

附則別表（附則第４条関係） 

退職年金又は遺族年金の年額の計算

の基礎となっている給料年額 

仮定給料年額 

円 

１，１４７，０００ 

円 

１，２００，９００ 

１，１９７，８００  １，２５４，１００ 

１，２５０，０００  １，３０８，８００ 

１，３０１，７００  １，３６２，９００ 

１，３５４，６００  １，４１８，３００ 

１，３８７，４００  １，４５２，６００ 
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１，４２０，３００  １，４８７，１００ 

１，４５７，６００  １，５２６，１００ 

１，５１０，８００  １，５８１，８００ 

１，５５６，６００  １，６２９，８００ 

１，５９９，４００  １，６７４，６００ 

１，６５１，０００  １，７２８，６００ 

１，７０３，１００  １，７８３，１００ 

１，７５９，８００  １，８４２，５００ 

１，８１７，２００  １，９０２，６００ 

１，８８８，７００  １，９７７，５００ 

１，９３３，９００  ２，０２４，８００ 

１，９９２，０００  ２，０８５，６００ 

２，０４８，７００  ２，１４５，０００ 

２，１６１，０００  ２，２６２，６００ 

２，１９１，２００  ２，２９４，２００ 

２，２７７，８００  ２，３８４，９００ 

２，３９２，８００  ２，５０５，３００ 

２，５２０，０００  ２，６３８，４００ 

２，５８４，９００  ２，７０６，４００ 

２，６４６，８００  ２，７７１，２００ 

２，７３５，２００  ２，８６３，８００ 

２，７８７，３００  ２，９１８，３００ 

２，９３８，０００  ３，０７６，１００ 

３，０１２，９００  ３，１５４，５００ 
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３，０９０，９００  ３，２３６，２００ 

３，２４１，４００  ３，３９３，７００ 

３，３９３，０００  ３，５５２，５００ 

３，４３２，６００  ３，５９３，９００ 

３，５５７，９００  ３，７２５，１００ 

３，７３５，７００  ３，９１１，３００ 

３，９１１，９００  ４，０９５，８００ 

４，０２０，６００  ４，２０９，６００ 

４，１２６，７００  ４，３２０，７００ 

４，３４２，０００  ４，５４６，１００ 

４，５５２，８００  ４，７６６，８００ 

４，５９４，２００  ４，８１０，１００ 

４，７５８，０００  ４，９８１，６００ 

４，９６４，６００  ５，１９７，９００ 

５，１７０，１００  ５，４１３，１００ 

５，３７４，２００  ５，６２６，８００ 

５，５０３，１００  ５，７６１，７００ 

５，６４０，４００  ５，９０５，５００ 

５，９０４，９００  ６，１８２，４００ 

退職年金又は遺族年金の年額の計算の基礎となっている給料年額が

１，１４７，０００円未満の場合においては、その年額に１．０４７

を乗じて得た額（５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５

０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げ

る。）を、５,９０４,９００円を超える場合においてはその年額を仮
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定給料年額とする。 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、恩給法（大正１２年法律第４８号）に規定する

年金である恩給の額が改定されたことに伴い、この改定の措置に準じて瀬

戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例の一部を改正する条例及び

瀬戸市職員の退職年金等に関する条例の臨時特例等の一部を改正する条例

中所要の事項を改正するため必要があるからである。 

 

 



 



２７ 

 

７年市長提出第５９号議案 

   地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例の一

部改正について 

 地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例の一部を

改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例の一 

部を改正する条例 

地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４

年瀬戸市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改

正に伴う経過措置） 

（瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改

正に伴う経過措置） 

第１７条 暫定再任用職員に対する第１１条の規

定による改正後の瀬戸市職員の退職手当に関す

る条例（以下この条から附則第２０条までにお

いて「新条例」という。）第２条第１項の規定

の適用については、同項中「採用された者」と

あるのは、「採用された者及び地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同法附則第９条第２項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）、第５条第１項か

ら第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（

これらの規定を同法附則第９条第２項の規定に

第１７条 暫定再任用職員に対する第１１条の規

定による改正後の瀬戸市職員の退職手当に関す

る条例（以下この条から附則第２０条までにお

いて「新条例」という。）第２条第１項の規定

の適用については、同項中「採用された者」と

あるのは、「採用された者及び地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同法附則第９条第３項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）、第５条第１項か

ら第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（

これらの規定を同法附則第９条第３項の規定に
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より読み替えて適用する場合を含む。）又は第

７条第１項から第４項までの規定により採用さ

れた職員」とする。 

より読み替えて適用する場合を含む。）又は第

７条第１項から第４項までの規定により採用さ

れた職員」とする。 
  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の

一部改正に伴い、地方公務員法の一部改正等に伴う関係条例の整備に関す

る条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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７年市長提出第６０号議案 

△△△瀬戸市地域交流センター条例の一部改正について 

△瀬戸市地域交流センター条例の一部を改正する条例を次のように定める

ものとする。 

△△令和７年９月５日提出 

瀬戸市長△川 本 雅 之△ 

△△△瀬戸市地域交流センター条例の一部を改正する条例 

△瀬戸市地域交流センター条例（平成２２年瀬戸市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 

△次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（使用料） 

第８条 施設等の使用の許可を受けた者（以下「

使用者」という。）は、施設使用料（以下「使

用料」という。）として、別表第２に定める使

用面積欄に掲げる面積に応じた使用時間１時間

ごとの単価に使用時間数を乗じて得た額及び別

表第３に定める額を納付しなければならない。 

２及び３ ＜省略＞ 

（使用料） 

第８条 施設等の使用の許可を受けた者（以下「

使用者」という。）は、施設使用料（以下「使

用料」という。）として、別表第２に定める使

用面積欄に掲げる面積に応じた使用時間１時間

ごとの単価に使用時間数を乗じて得た額を納付

しなければならない。 

２及び３ ＜省略＞ 

別表第３(第８条、第１８条関係) 

区分 金額 

附属設備及び備品 １種類又は１品目につ

き、１回当たり１０，

０００円以内で市長が

定める額 
 

 

  

△△△附△則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、施行の日以後に申請するものについ

て適用し、施行日前に申請したものについては、なお従前の例による。 

△△△△△△△△△△△△△１行空ける△△△△△△△△△△△△△△△ 

△（理△由） 

△この案を提出するのは、附属設備及び備品の使用に係る適正な費用負担

を求め、持続可能な維持管理を図るに当たり、瀬戸市地域交流センター条

例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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７年市長提出第６１号議案  

   瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について  

 瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定めるものと

する。  

  令和７年９月５日提出  

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市手数料徴収条例（平成１２年瀬戸市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

（多機能端末機による交付の場合の手数料の額

の特例） 

 

第５条 令和７年１０月１日から令和８年９月３

０日までの間、多機能端末機（市の電子計算組

織と電気通信回線により接続された端末機であ

って、証明書等の自動交付を行う機能を有する

ものをいう。）により交付する戸籍法（昭和２

２年法律第２２４号）第１２０条第１項の規定

に基づく戸籍証明書の交付手数料、所得等に関

する証明手数料、印鑑に関する証明手数料、住

民票の写しの交付手数料及び戸籍の附票の写し

の交付手数料の額は、それぞれ別表に定める手

数料の額から１００円を減じた額とする。 

 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種類 金額 

戸籍法第１０条第１項

、第１０条の２第１項

＜省略＞ 

種類 金額 

戸籍法（昭和２２年法

律第２２４号）第１０

＜省略＞ 
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から第５項まで若しく

は第１２６条の規定に

基づく戸籍の謄本若し

くは抄本又は同法第１

２０条第１項、第１２

０条の２第１項若しく

は第１２６条の規定に

基づく戸籍証明書の交

付手数料 

 

＜省略＞ 

備考 ＜省略＞ 

条第１項、第１０条の

２第１項から第５項ま

で若しくは第１２６条

の規定に基づく戸籍の

謄本若しくは抄本又は

同法第１２０条第１項

、第１２０条の２第１

項若しくは第１２６条

の規定に基づく戸籍証

明書の交付手数料 

＜省略＞ 

備考 ＜省略＞ 
  

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、市民の利便性の向上を図る取組みとしてマイナ

ンバーカードを利用した自動交付サービスを推進するとともに、物価高騰

の影響を受けている生活者の支援を目的として、自動交付サービス手数料

を時限的に減額するに当たり、瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する必

要があるからである。 
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７年市長提出第６２号議案  

   瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部改正について  

 瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例を次のように定め

るものとする。  

  令和７年９月５日提出  

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   瀬戸市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市子ども・子育て会議条例（平成２５年瀬戸市条例第９号）の一部

を次のように改正する。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（担任事務） （担任事務） 

第５条 子ども・子育て会議の担任事務は、次に 

掲げる事項とする。 

第５条 子ども・子育て会議の担任事務は、次に 

掲げる事項とする。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業 

 又は特定乳児等通園支援事業の利用定員に関 

すること。 

⑵ 特定教育・保育施設又は特定地域型保育事

業の利用定員に関すること。 

⑶ 家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業

の認可に関すること。 

⑶ 家庭的保育事業等の認可に関すること。 

⑷及び⑸ ＜省略＞  ⑷及び⑸ ＜省略＞ 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５
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号）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改正に伴い、瀬

戸市子ども・子育て会議条例中所要の事項を改正するため必要があるから

である。 
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７年市長提出第６３号議案  

瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の制定について  

 瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を

次のように定めるものとする。  

  令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条  

   例 

目次  

 第１章 総則（第１条―第４条）  

 第２章 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準  

  第１節 通則（第５条―第１９条）  

第２節 乳児等通園支援事業の区分（第２０条）  

第３節 一般型乳児等通園支援事業（第２１条―第２４条）  

第４節 余裕活用型乳児等通園支援事業（第２５条・第２６条）  

第３章 雑則（第２７条）  

附則  

   第１章 総則  

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法 

」という。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、乳児等通園支援事

業の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当
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該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 児童 法第４条第１項に規定する児童をいう。 

 ⑵ 乳児 法第４条第１項第１号に規定する乳児（法第６条の３第２３ 

  項の内閣府令で定めるもの（次号において「内閣府令で定めるもの」 

  という。）を除く。）をいう。 

 ⑶ 幼児 法第４条第１項第２号に規定する幼児のうち、満３歳に満た

ない者（内閣府令で定めるものを除く。）をいう。 

 ⑷ 保護者 法第６条に規定する保護者をいう。 

 ⑸ 乳児等通園支援事業 法第６条の３第２３項に規定する乳児等通園

支援事業をいう。 

 ⑹ 乳児等通園支援 乳児等通園支援事業として行う乳児又は幼児（以 

  下「乳幼児」という。）への遊び及び生活の場の提供並びにその保護 

  者への面談及び当該保護者への援助をいう。 

 （最低基準の目的等） 

第３条 この条例に定める基準（次項及び次条において「最低基準」とい

う。）は、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切

な訓練を受けた職員（乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「乳児等

通園支援事業所」という。）の管理者を含む。以下同じ。）が乳児等通

園支援を提供することにより、乳児等通園支援事業を利用している乳幼

児（以下「利用乳幼児」という。）が、心身ともに健やかに育成される

ことを保障するものとする。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 （最低基準と乳児等通園支援事業者） 

第４条 乳児等通園支援事業を行う者（以下「乳児等通園支援事業者」と

いう。）は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させな
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ければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている乳児等通園支援

事業者においては、最低基準を理由として、その設備又は運営を低下さ

せてはならない。 

３ 市長は、利用乳幼児の保護者を含む児童の保護者その他児童福祉に係

る当事者の意見を聴き、乳児等通園支援事業者に対し、最低基準を超え

て、その設備及び運営を向上させるように勧告することができる。 

   第２章 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準 

    第１節 通則 

 （乳児等通園支援事業者の一般原則） 

第５条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとと

もに、一人一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳

幼児の保護者及び地域社会に対し、その行う乳児等通園支援事業の運営

の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業者は、自らその行う乳児等通園支援の質の評価を

行い、常にその改善を図らなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、そ

の結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

５ 乳児等通園支援事業所には、法に定める事業の目的を達成するために

必要な設備を設けなければならない。 

６ 乳児等通園支援事業所の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健

衛生及び利用乳幼児に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられな

ければならない。 

 （乳児等通園支援事業者と非常災害） 
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第６条 乳児等通園支援事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その

他非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計

画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければな

らない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１

回は行わなければならない。 

 （安全計画の策定等） 

第７条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、

乳児等通園支援事業所ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全

点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた

乳児等通園支援事業所での生活その他の日常生活における安全に関する

指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通園支援事業所における安全に

関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。 

 ）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知すると

ともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者と

の連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等

について周知しなければならない。 

４ 乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に

応じて安全計画の変更を行うものとする。 

 （自動車を運行する場合の所在の確認） 

第８条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組

等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行すると

きは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所
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在を確実に把握することができる方法により、利用乳幼児の所在を確認

しなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運

転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前

向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれ

と同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと認められるものを

除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内

の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に規

定する所在の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければな

らない。 

 （乳児等通園支援事業者の職員の一般的要件） 

第９条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間

性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り

児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けたものでなければなら

ない。 

 （乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第１０条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研鑽
さん

に励み、法に定

める事業の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び

向上に努めなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修

の機会を確保しなければならない。 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１１条 乳児等通園支援事業所は、他の社会福祉施設等を併せて設置す

るときは、その行う乳児等通園支援に支障がない場合に限り、必要に応

じ当該乳児等通園支援事業所の設備及び職員の一部を併せて設置する他
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の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。 

 （利用乳幼児を平等に取り扱う原則） 

第１２条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身

分又は利用に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをし

てはならない。 

（虐待等の禁止） 

第１３条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第３３

条の１０各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を

与える行為をしてはならない。 

 （衛生管理等） 

第１４条 乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器等

又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な

措置を講じなければならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症又は

食中毒が発生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食

中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん

延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 乳児等通園支援事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えると

ともに、それらの管理を適正に行わなければならない。 

 （食事の提供を行う場合に備える設備） 

第１５条 乳児等通園支援事業者は、食事の提供を行う場合（乳児等通園

支援事業所外で調理し運搬する方法により行う場合を含む。）において

は、当該乳児等通園支援事業所において行うことが必要な調理のための

加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければならない。 

 （乳児等通園支援事業所内部の規程） 
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第１６条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支援事業の運

営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

 ⑴ 乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 

 ⑵ 提供する乳児等通園支援の内容 

 ⑶ 職員の職種、員数及び職務の内容 

 ⑷ 乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに乳児等通園支援の提

供を行わない日 

 ⑸ 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

 ⑹ 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員 

 ⑺ 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項並びに乳児

等通園支援事業の利用に当たっての留意事項 

 ⑻ 緊急時等における対応方法 

 ⑼ 非常災害対策 

 ⑽ 虐待の防止のための措置に関する事項 

 ⑾ その他乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 

 （乳児等通園支援事業所に備える帳簿） 

第１７条 乳児等通園支援事業所には、職員、財産、収支及び利用乳幼児

の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。 

 （秘密保持等） 

第１８条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務

上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な措置を講じなければならない。 

 （苦情への対応） 



 

４２ 

 

第１９条 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関する

利用乳幼児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため

に、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

２ 乳児等通園支援事業者は、その行った乳児等通園支援に関し、市町村

からの指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な

改善を行わなければならない。 

    第２節 乳児等通園支援事業の区分 

第２０条 乳児等通園支援事業は、一般型乳児等通園支援事業及び余裕活

用型乳児等通園支援事業に区分する。 

２ 一般型乳児等通園支援事業とは、乳児等通園支援事業であって次項に

定めるものに該当しないものをいう。 

３ 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども園（就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園をいい、

保育所であるものを除く。以下同じ。）又は家庭的保育事業等（法第２

４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいい、居宅訪問型保育事業を

除く。以下同じ。）を行う事業所において、当該施設又は事業を利用す

る児童の数（以下この項において「利用児童数」という。）がその施設

又は事業に係る利用定員の総数に満たない場合であって、当該利用定員

の総数から当該利用児童数を除いた数以下の数の乳幼児を対象として行

う乳児等通園支援事業をいう。 

    第３節 一般型乳児等通園支援事業 

 （設備の基準） 

第２１条 一般型乳児等通園支援事業を行う事業所（以下「一般型乳児等
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通園支援事業所」という。）の設備の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる一般型乳児等通園支援

事業所には、乳児室又はほふく室及び便所を設けること。 

 ⑵ 乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき３．

３平方メートル以上であること。 

 ⑶ 乳児室又はほふく室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備

えること。 

 ⑷ 満２歳以上の幼児を利用させる一般型乳児等通園支援事業所には、

保育室又は遊戯室及び便所を設けること。 

 ⑸ 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき１．９８平方メ

ートル以上であること。 

 ⑹ 保育室又は遊戯室には、乳児等通園支援の提供に必要な用具を備え

ること。 

 ⑺ 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。 

  ）を２階に設ける建物は、次のア、イ及びカに掲げる要件に、保育室 

  等を３階以上に設ける建物は、次のアからクまでに掲げる要件に該当 

  するものであること。 

  ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規 

   定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であ

ること。 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表 

   の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は

設備が１以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 
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２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第１２３条第１項各号又は同条第３項各号に規定す

る構造の屋内階段 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構

造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

３階 常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条

第３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条

第３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋

外傾斜路又はこれに準ずる設備 

３ 屋外階段 

４階以

上の階 

常用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条

第３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定す

る構造の屋外階段 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条

第３項各号に規定する構造の屋内階段（ただし、同

条第１項各号に規定する構造の屋内階段について

は、当該屋内階段の構造は、建築物の１階から保育
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室等が設けられている階までの部分に限り、屋内と

階段室とは、バルコニー又は付室（階段室が同条第

３項第２号に規定する構造を有する場合を除き、同

号に規定する構造を有するものに限る。）を通じて

連絡することとし、かつ、同条第３項第３号、第４

号及び第１０号を満たすものとする。） 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋

外傾斜路 

３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定す

る構造の屋外階段 

  ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、 

   保育室等の各部分からそのいずれかに至る歩行距離が３０メートル

以下となるように設けられていること。 

  エ 一般型乳児等通園支援事業所に調理設備（次に掲げる要件のいず 

   れかに該当するものを除く。以下このエにおいて同じ。）を設ける 

   場合には、当該調理設備以外の部分と一般型乳児等通園支援事業所 

   の調理設備の部分が建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の 

   床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定する特 

   定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房 

   又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこ 

   れに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられていること。 

   (ｱ) スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが 

    設けられていること。 

   (ｲ) 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、か 

    つ、当該調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が 
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    講じられていること。 

  オ 一般型乳児等通園支援事業所の壁及び天井の室内に面する部分の

仕上げを不燃材料でしていること。 

  カ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の

転落事故を防止する設備が設けられていること。 

  キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設

備が設けられていること。 

  ク 一般型乳児等通園支援事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性

のものについて防炎処理が施されていること。 

 （職員の基準） 

第２２条 一般型乳児等通園支援事業所には、保育士その他乳児等通園支

援に従事する職員として市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事

その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（以下この条において

「乳児等通園支援従事者」という。）を置かなければならない。 

２ 乳児等通園支援従事者の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満

１歳以上満３歳未満の幼児おおむね６人につき１人以上とし、そのうち

半数以上は保育士とする。ただし、一般型乳児等通園支援事業所一につ

き２人を下回ることはできない。 

３ 第１項に規定する乳児等通園支援従事者は、専ら当該一般型乳児等通

園支援事業に従事するものでなければならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事す

る職員を１人とすることができる。 

 ⑴ 当該一般型乳児等通園支援事業と保育所、幼稚園、認定こども園そ 

  の他の施設又は事業（以下この号及び次号において「保育所等」とい 

  う。）とが一体的に運営されている場合であって、当該一般型乳児等 
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  通園支援事業を行うに当たって当該保育所等の職員（保育その他の子 

  育て支援に従事する職員に限る。）による支援を受けることができ、 

  かつ、専ら当該一般型乳児等通園支援事業に従事する職員が保育士で 

  あるとき。 

 ⑵ 当該一般型乳児等通園支援事業を利用している乳幼児の人数が３人 

  以下である場合であって、保育所等を利用している児童の保育が現に 

  行われている保育室等において当該一般型乳児等通園支援事業が実施 

  され、かつ、当該一般型乳児等通園支援事業を行うに当たって当該保 

  育所等の保育士による支援を受けることができるとき。 

 （乳児等通園支援の内容） 

第２３条 一般型乳児等通園支援事業における乳児等通園支援は、児童福 

 祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第 

 ３５条に規定する内閣総理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援事 

 業の特性に留意して、利用乳幼児及びその保護者の心身の状況等に応じ 

 て提供されなければならない。 

 （保護者との連絡） 

第２４条 一般型乳児等通園支援事業を行う者は、利用乳幼児の保護者と

密接な連絡をとり、乳児等通園支援の内容等につき、その保護者の理解

及び協力を得るよう努めなければならない。 

    第４節 余裕活用型乳児等通園支援事業 

 （設備及び職員の基準） 

第２５条 余裕活用型乳児等通園支援事業を行う事業所の設備及び職員の

基準は、次の各号に掲げる施設又は事業所の区分に応じ、当該各号に掲

げる条例に定める基準による。 

 ⑴ 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（ 
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  平成２４年愛知県条例第６８号）（保育所に係る部分に限る。） 

 ⑵ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 幼保連携型認定こど 

  も園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成１８年愛知 

  県条例第６０号） 

 ⑶ 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園の設備及び運営 

  に関する基準を定める条例（平成２６年愛知県条例第５８号） 

 ⑷ 家庭的保育事業等を行う事業所 瀬戸市家庭的保育事業等の設備及 

  び運営に関する基準を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２４号） 

  （居宅訪問型保育事業に係る部分を除く。） 

 （準用） 

第２６条 第２３条及び第２４条の規定は、余裕活用型乳児等通園支援事

業について準用する。 

   第３章 雑則 

 （電磁的記録） 

第２７条 乳児等通園支援事業者及びその職員は、記録、作成その他これ

らに類するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについて

は、書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気

的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。 

）により行うことができる。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 （理 由） 

 この案を提出するのは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一

部改正に伴い、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める

ため必要があるからである。 
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   瀬戸市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条 

   例案要綱 

  この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改正に 

 伴い、乳児等通園支援事業を実施するに当たり、おおむね次の事項を定 

 めようとするものである。 

第１ 用語の定義及び目的 

   この条例において、使用する用語の定義は、児童福祉法に規定する 

  用語の意義とし、最低基準を定める目的は、乳児等通園支援事業を利 

  用する乳児又は幼児が心身ともに健やかに育成されることを保障する 

  もの。（第２条及び第３条関係） 

第２ 事業者の一般原則等について 

   事業者の運営について、一般原則、職員の一般的要件、衛生管理等 

  の基準を規定するもの。（第５条から第１９条関係） 

第３ 一般型乳児等通園支援事業について 

   設備、職員等の基準を規定するもの。（第２１条から第２４条関係） 

第４ 余裕活用型乳児等通園支援事業について 

   設備、職員等の基準を規定するもの。（第２５条及び第２６条関係） 

第５ その他 

   その他所要の事項を規定し、施行期日を公布の日とするもの。 
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７年市長提出第６４号議案 

   瀬戸市立みつば小学校用備品一式の買入れについて 

 本市は、次の内容により瀬戸市立みつば小学校用備品一式を買い入れる

ものとする。 

  令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

１ 買入物件  瀬戸市立みつば小学校用備品一式 

２ 品名及び  校長室椅子始め４８件 

  件  数   

３ 契約方法  一般競争入札 

４ 買入価額  ３９，６７７，０００円 

５ 買 入 先  小牧市新町一丁目４０番地 

        有限会社富田文渓堂 

        代表取締役 冨田正仁 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、瀬戸市立みつば小学校用備品一式の買入れに当

たり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和５２年瀬戸市条例第１号）第３条の規定により、議会の議決を求め

るため必要があるからである。 
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参考 

瀬戸市立みつば小学校用備品一式 

 
番号 

（件数） 
品名 個数 設置場所 

1 校長室椅子 1 校長室・応接室 

2 事務机（片袖机） 1 職員室（校長） 

3 事務机（片袖机） 3 
職 員 室 （ 教 務 ・ 校 務 ・ 主

幹） 

4 フリーアドレスデスク（幅4.4m） 3 職員室 

5 フリーアドレスデスク（幅3.3m） 2 職員室 

6 
6人用パーソナルロッカー天板ベー

スセット 
12 職員室 

7 事務椅子 39 職員室 

8 オープン書庫 1 職員室 

9 3段ラテラルキャビネット 10 職員室 

10 3枚引戸書庫 10 職員室 

11 ベース 12 職員室 

12 
スチール引違い×スチール引違い

書庫セット 
3 事務室 

13 
ミーティングテーブル（幅 60cm・

奥行60cm） 
5 職員室 

14 
ミーティングテーブル（幅 1.8m・

奥行90cm） 
1 職員室 

15 
ハイキャビネット（ダストボック

ス付） 
1 職員室（給湯スペース） 

16 食器棚 1 職員室（給湯スペース） 

17 保健室ベッド 2 保健室 

18 教卓 26 教室 

19 教員用机 21 教室 

20 配膳台 21 教室 

21 台形フラップテーブル 30 多目的ルーム 

22 生徒用実習用丸椅子 110 多目的ルーム 
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23 配膳台 3 多目的ルーム 

24 鏡（ダンス用ミラー） 6 多目的ルーム 

25 平行スタッキングテーブル 6 CS・PTA 

26 事務椅子 18 CS・PTA 

27 上足入れ 1 図書室 

28 ブックトラック 1 図書室 

29 壁面書架（幅1.8m・高さ1.9m） 8 図書室 

30 壁面書架（幅90cm・高さ1.9m） 1 図書室 

31 壁面書架（幅1.8m・高さ80cm） 3 図書室 

32 壁面書架（幅90cm・高さ80cm） 1 図書室 

33 スツール 10 図書室 

34 扇形書架（高さ82.8cm） 3 図書室 

35 扇形書架（高さ1.174m） 3 図書室 

36 円形ソファ 2 図書室 

37 月形ソファ 2 図書室 

38 コンパクトフラップデスク 12 図書室 

39 スタッキングチェア 12 図書室 

40 両面書架（高さ1.184m） 4 図書室 

41 両面書架（高さ83.8cm） 2 図書室 

42 扇状サイドガード 4 図書室 

43 サイドガード 4 図書室 

44 扇状フロアクッション 4 図書室 

45 フロアクッション 4 図書室 

46 理科室用丸椅子 42 理科室 

47 理科準備室 実習用テーブル 1 理科室 

48 調理室用椅子 42 家庭科室 
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７年市長提出第６５号議案 

   瀬戸市立図書館長寿命化（建築）工事請負契約の変更について 

令和６年１２月２０日議会の議決を経て締結した瀬戸市立図書館長寿命

化（建築）工事請負契約の一部を次のとおり変更するものとする。 

  令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

１ 契約金額 

   変更前  金３０５，４７０，０００円 

   変更後  金３０９，８７６，６００円 

２ 工  期 

   変更前  令和６年１２月２０日から令和８年２月２７日まで 

   変更後  令和６年１２月２０日から令和８年７月１６日まで 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、瀬戸市立図書館長寿命化（建築）工事請負契約

の金額及び工期の変更に伴い、変更契約を締結するに当たり、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和５２年瀬戸市

条例第１号）第２条の規定により、議会の議決を求めるため必要があるか

らである。 
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７年市長提出第６６号議案 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０４１２３ 塩草４０号線 
塩草が丘４丁目１２番１地先 

塩草が丘４丁目１２番７地先 
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７年市長提出第６７号議案 

瀬戸市下水道条例の一部改正について 

瀬戸市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和７年９月５日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市下水道条例の一部を改正する条例 

瀬戸市下水道条例（昭和４５年瀬戸市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（排水設備等の工事の施工） （排水設備等の工事の施工） 

第６条 ＜省略＞ 

２ 災害その他非常の場合においては、前項の規

定にかかわらず、排水設備の工事の施工ができ

るものとして他の市町村長が指定した工事業者

に、工事を行わせる必要があると市長が認める

ときは、当該工事業者は、排水設備等の新設等

の工事を行うことができる。 

第６条 ＜省略＞ 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、災害その他非常の場合において、他の市町村長

が指定した工事業者が排水設備等の新設等の工事を施工することができる

よう瀬戸市下水道条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 



 



５８ 

７年市長提出第６８号議案  

   瀬戸市水道事業給水条例の一部改正について  

 瀬戸市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。  

  令和７年９月５日提出  

瀬戸市長 川 本 雅 之  

   瀬戸市水道事業給水条例の一部を改正する条例  

 瀬戸市水道事業給水条例（昭和３５年瀬戸市条例第８号）の一部を次の

ように改正する。  

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（給水装置の工事の施行及び費用負担） （給水装置の工事の施行及び費用負担） 

第１０条 給水装置の工事の設計及び施行は、市

長又は市長が法第１６条の２第１項の指定をし

た者（以下「指定給水装置工事事業者」という

。）が行う。ただし、災害その他非常の場合に

おいて、市長が他の市町村長又は他の市町村長

が同項の指定をした者が給水装置工事を施行す

る必要があると認めるときは、この限りでない

。 

２及び３ ＜省略＞ 

第１０条 給水装置の工事の設計及び施行は、市

長又は市長が法第１６条の２第１項の指定をし

た者（以下「指定給水装置工事事業者」という

。）が行う。 

 

 

 

 

２及び３ ＜省略＞ 

  
   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （理 由） 

この案を提出するのは、災害その他非常の場合において、他の市町村長

又は他の市町村長が指定した工事事業者が給水装置工事を施行することが
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できるよう瀬戸市水道事業給水条例中所要の事項を改正するため必要があ

るからである。 


